
コンプライアンス委員会

令和７年４月９日
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（第９回）
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１ 開 会

２ 議 事
① 職員の懲戒処分及び再発防⽌策

② コンプライアンス研修

③ その他

３ 閉 会

本⽇の議題
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事案の概要

１ 被処分者
ユニット所属⾮常勤職員（30代 ⼥性）

２ 処分の種類
懲戒処分（停職１⽉）

３ 処分⽇
令和６年12⽉25⽇

４ 事案の概要
令和４年７⽉頃から令和６年６⽉頃までの間、⾃宅で勤務したにもかかわらず、出勤したとの虚偽

の申告をすることにより、通勤⼿当123万9，020円を不正に受給した。
また、令和４年及び令和６年に必要な届出を⾏わず無断で海外に渡航し、合計19⽇間、正当な理由

無く勤務を⽋いた。

議事① 職員の懲戒処分及び再発防⽌策
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再発防⽌策
議事① 職員の懲戒処分及び再発防⽌策

１ 職員の勤務実態の把握と通勤⼿当⽀給の適正化を徹底
実施時期等具体的対策

昨年10⽉から導⼊済① 全職員による正確な勤務実態の登録

同上② 管理職による各職員の勤務実態の把握

R6.12.25_スラックによ
り全職員周知

③ 全職員による通勤⼿当の適正な申請とその前提となるテレワークの適切な実施の
徹底及び海外渡航承認申請書の提出の徹底

本年、実施予定④ 通勤⼿当に関する抜き打ち調査

２ 服務規律遵守を徹底するための対策
実施時期等具体的対策

R7.1.10
事例２研修開講① 既存職員に対する緊急研修の実施
左記の確認等を契約更新
時に実施中② 既存⾮常勤職員による服務規律遵守への確認・同意

昨年11⽉より内容を強化③ 新規⼊庁者に対する規律の徹底
⼊庁時、契約更新時を含
む年４回程度④ 職員に対する継続的な研修の実施
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令和６年度コンプライアンス研修
議事② コンプライアンス研修の実施状況

対象者主な内容開講時期研修名

⼀般職員
①デジタル庁技術や政策に係る外国企業等
への漏えい 

②事業者との不適切な交際（供応接待・利
益供与等）

③SNSによる不適切な投稿 

R６年７⽉全職員向け動画研修

幹部職員
⼀般職員

・コンプライアンスとその重要性
・国家公務員倫理
・贈与等報告書 等

R６年８⽉階層別（⼀般職員・幹部向
け）研修

⼀般職員
①公務外⾮⾏（暴⾏）
➁交通通報違反（飲酒運転
③信⽤失墜⾏為（情報漏洩）

R６年12⽉事例１
飲酒に起因する事件事故

⼀般職員
①テレワーク中の職務専念義務違反
②公⾦の不正受給
③その他（海外渡航）
④【参考】懲戒処分の主な随伴効果

R７年１⽉事例２
⼀般服務規律違反等

政務３役
①コンプライアンスの概要
②不正・不祥事のメカニズム未然防⽌
③デジタル庁の状況
④事例紹介および解説
⑤質疑応答

R７年１⽉政務三役向研修



6

令和７年度の研修⽅針〜懲戒処分事案等を踏まえた研修内容の強化
議事② コンプライアンス研修の実施状況

① オンボーディング研修
毎⽉実施中の新規⼊庁者向け研修（オンボーディング研修）において、服務規律等

に関する内容の説明を強化 

② 職員の属性（経歴や勤務態様等）に応じた研修
従来の幹部職員、⼀般職員向け研修に加えて、⾮常勤職員向け研修や、テレワーク

を中⼼に⾏う職員向けの研修を⾏い、更なるコンプライアンスの意識向上を図る。
③ 事例研修

最近の⾮違事案を踏まえた具体的事例を取り上げ、職員への注意喚起を図る。

コンプライアンスハンドブックの更新

新たなルールや最新の事例を盛り込むほか、リンク先を添付するなど利⽤者の⼀覧性を考慮
するなど内容の充実を図る。



7

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）

デジタルマーケットプレイス（DMP）とは

通常の情報システムに関する契約
調達の都度、⾏政機関の調達仕様に対して、複数社が提案と価格を
提⽰し、両⾯から最も優れた事業者が落札します。
（総合評価⽅式）

DMPによるIT調達
デジタル庁とあらかじめ基本契約を締結した事業者が、デジタルサービス
を登録するサイトを設け、そのサイトより各⾏政機関が最適なサービスを
選択し、個別契約を⾏う調達⼿法です。

課題：調達期間が⻑く、⼿続が官⺠双⽅で負担に
参⼊障壁が⾼く、市場の透明性が低い

⽬指す姿：調達期間を短縮、官⺠双⽅で調達を簡素に
市場の透明性を⾼め、多様な事業者参⼊を促進

【取組の⽬的】
⾏政機関のクラウドソフトウェア（SaaS）調達迅速化と多様なベンダー参⼊による調達先の多様化



DMPの現状について

事業者によるDMP登録状況
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DMPカタログサイト利⽤状況

現在登録されているソフトウェアの事例
• 業務プロセスのデジタル化
• 地理情報活⽤
• データ可視化
• 防災の情報集約・通知
• 財務会計
• 電⼦契約
• ⽣成AI など

2024年9-10⽉
• 事業者向けに説明会を実施
2024年10⽉31⽇
• DMP正式版リリース
• ソフトウェア会社、販売会社がソフトウェア・
サービスを登録開始

2024年11-12⽉
• ⾏政機関・⾃治体向けに説明会を実施
（延べ1,300名以上が参加）

2025年1⽉
• ⾃治体向けに調達ルールに関する通知発出
• ⾃主的措置⼀部改正施⾏
2025年1⽉30⽇
• ソフトウェア・サービスの検索機能をリリース

これまでの取り組み

2025年3⽉18⽇
⾏政機関・⾃治体の調達で利⽤する機能（調達モー
ドでの検索、検索結果のダウンロード等）リリース。

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）



DMPカタログサイト各機能のリリース状況
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DMP運営事務局
（サイト管理）

⾏政機関等
[国・⾃治体等]
（ログインあり）

⼀般利⽤者
（ログインなし） ・ソフトウェアの登録

・販売サービスの登録
（直販の場合）

・販売サービスの登録

・フリー検索のみ

・フリー検索
・調達モード検索
・検索結果⽐較
・帳票ダウンロード

Ｇ
ビ
ズ
Ｉ
Ｄ
プ
ラ
イ
ム

ソフトウェア会社
（ログインあり）

販売会社
（ログインあり）

DMP
カタログサイト
（正式版）

１．2024年10⽉末リリース済２．2025年1⽉30⽇リリース済

３．2025年3⽉18⽇リリース※今回

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）



⾏政利⽤者の調達プロセス

契約担当部署が確認

調達仕様
チェックシート 調達仕様

チェックシート

DMPカタログサイトを利⽤
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⾏政ユーザーがDMPカタログサイトを利⽤して調達する際、以下のプロセスを実施することを想定。

調達担当課が実施

調達仕様チェックシートと検索結果を
指名競争⼊札の根拠として⼊札⼿続き

調達仕様チェックシートと検索結果を
随意契約の確証として契約⼿続き調達仕様

チェックシートを
作成

DMPカタログ
サイトの
アカウント取得

DMPカタログ
サイトに
ログイン

「調達モード」で
調達仕様チェッ

クシート
の検索条件で検索

DMPカタログ
サイトで検索
結果を出⼒

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）
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⾏政機関等向けの機能リリースについて

⾏政向けアカウントとして中央
省庁・地⽅⾃治体がDMPカタロ
グサイトにアカウント登録

DMP内に保存した検索情報を、エ
ビデンスとしてPDF形式にて出⼒

検索したソフトウェア・販売会社
を表形式にて⼀括⽐較

検索情報（検索条件、検索結果、
選定）に名前を付けてDMP内
に保存

3⽉18⽇に中央省庁、⾃治体が調達を⾏う際に利⽤出来る機能をリリース予定。職員がログイン
して機能を利⽤する。

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）
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（主に⾏政機関向け）導⼊実績の登録・公開
事業者に実際にDMPで調達された実績を登録してもらい、
これをカタログサイト上で公開することでどんなソフト
ウェアが調達されているのか⾏政機関・⾃治体が⾒られる
ようにする。

APIを通じた公開データ
• 登録商品情報 ：ソフトウェア、サービスの公開情報
• 検索実績 ：利⽤された検索条件、検索回数
• 販売実績 ：調達内容、調達⾦額、ライセンス規模

等

（主に事業者向け）カタログサイトの利⽤状況のデータ提供
オープンAPIを通じて公開されているソフトウェア情報や検索
実績、調達実績のデータなどを取得可能にすることでDMPカ
タログサイトの利⽤動向を把握し、事業者の⽅々のマーケティ
ングなどに活⽤していただく。

APIを利⽤した⺠間企業による⼝コミサイト
の構築などDMPのエコシステム拡⼤を期待。

DMP利⽤拡⼤に向けた機能リリースについて

議事③ その他（デジタルマーケットプレイスのリリース）
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議事③ その他（公益通報等の状況）

外部通報
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議事③ その他（公益通報等の状況）

内部通報


